
 

 

令和３年度 厚生労働省医療施設経営安定化推進事業について 

 
 
１．概要 

本事業は、開設主体の異なる各種の病院の会計情報等から、経営管理に有用な

指標を作成することにより、各病院がこれを利用して地域における自院の位置

付けや経営上の課題を確認し、病院経営の向上に役立てていただけることを目

的としており、アンケート票は、「病院経営管理指標調査票（財務票、概況票）」

と「未収金に関する調査票」で構成されています。 

 
２．事業実施方法 

厚生労働省から委託を受けた民間シンクタンク（令和３度年度委託先：株式会

社アリス）が実施します。（調査の実施主体は民間シンクタンクであり、調査

内容及び調査手法については民間シンクタンクのノウハウを活用します。） 

 

３．調査対象 

  ○病院経営管理指標調査票（財務票、概況票） 

   以下の運営主体が開設している約７,２００病院 

 医療法人 

【自治体】 

 都道府県、市町村、地方独立行政法人 

【旧社会保険関係団体】 

 健康保険組合及び連合会、共済組合及び連合会、国民健康保険組合、JCHO 

【その他公的医療機関】 

 日本赤十字社、済生会、北海道社会事業協会、厚生農業協同組合連合会 

 

○未収金に関する調査票 

   日本全国の病院約８,３００病院 

 

４．前回調査（2019年度実施）からの変更点 

 

○コロナ関係の項目（重点・協力医療機関等の指定有無、コロナ患者の受入実 

績の有無、院内感染の有無、コロナ関係補助金収益の金額）を追加 

 

○昨年度未実施であったため、単年度ではなく、2か年分を調査 


